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1

５．洋上⾵⼒発電の導⼊促進に向けた制度環境の整備
―港湾における洋上⾵⼒発電の導⼊促進 【国⼟交通省、経済産業省】
洋上⾵⼒発電の導⼊適地として港湾が有望視されるなか、2016年５⽉に港湾法が改正され、港湾区域等の占⽤予定者を公募により決定する制度が創

設された。改正港湾法に基づく港湾区域の占⽤⼿続と電気事業法の⼯事計画届出の審査について、国⼟交通省と経済産業省は、2017年度中に統⼀的
な考え⽅による洋上⾵⼒発電施設の構造の審査基準を策定し、それぞれの法令に基づく審査⼿続の合理化、事業者の負担軽減を図る。
また、国⼟交通省は、経済産業省と連携して、2017年度中に⼯事実施の⽅法の審査指針を、2018年度中に維持管理の⽅法の審査基準を策定する。

港湾法の
改正 合理化された審査⼿続の実施維持管理の⽅法の

審査基準の策定

洋上⾵⼒発電施設の構造審査
基準の策定

⼯事実施の⽅法の
審査指針の策定

【アクションプラン⼯程表】

⽬ 的︓ 責任あるエネルギー政策の構築を図るため、特に、再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤、⽔素社会の実現等の推進に関する事項に関し、関係⾏政機
関の緊密な連携の下、これを総合的に検討する

構成員︓ 総務⼤⾂、外務⼤⾂、⽂部科学⼤⾂、農林⽔産⼤⾂、経済産業⼤⾂、国⼟交通⼤⾂、環境⼤⾂、
経済再⽣担当⼤⾂、内閣府特命担当⼤⾂（経済財政政策）、内閣府特命担当⼤⾂（科学技術政策）、
内閣府特命担当⼤⾂（海洋政策）、内閣官房⻑官

再⽣可能エネルギー・⽔素等関係閣僚会議 （H29.4.11開催）

再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた関係府省庁連携アクションプラン （H29.4.11）

４. 洋上⾵⼒発電設備に関する検討状況（維持管理技術WGの⽴ち上げ）
 平成30年12⽉から、「港湾における洋上⾵⼒発電施設検討委員会」に「維持管理技術WG」

を⽴ち上げ、洋上⾵⼒発電設備に関する維持管理の⽅法の審査基準の検討を開始。基準案
がとりまとまり次第、電⼒安全⼩委員会に諮る予定。



（参考）洋上⾵⼒発電施設の技術基準類の検討体制
※ ◎は座⻑を表す。

◎ ⽜⼭ 泉 ⾜利⼤学 理事⻑ （委員⻑）
清宮 理 早稲⽥⼤学 創造理⼯学部 社会環境⼯学科 教授
⽯原 孟 東京⼤学⼤学院 ⼯学系研究科 社会基盤学専攻 教授

港湾における洋上⾵⼒発電施設検討委員会 （H28.9.30 設置）
経済産業省 産業保安グループ 電⼒安全課⻑
経済産業省 資源エネルギー庁 新エネルギー課⻑
国⼟交通省 港湾局 技術企画課⻑
国⼟交通省 港湾局 海洋・環境課⻑

設計技術WG （H28年度〜） 施⼯技術WG（H29年度〜） 維持管理技術WG （Ｈ30年度〜）

委
員

◎清宮 理
早稲⽥⼤学 創造理⼯学部 社会環境⼯学科 教授

菊池 喜昭
東京理科⼤学 理⼯学部 ⼟⽊⼯学科 教授
⽩⽯ 悟
北海道科学⼤学 ⼯学部都市環境学科 教授
善 功企
九州⼤学⼤学院 特任教授
関⽥ 欣治
（⼀財）沿岸技術研究センター 顧問
⾼橋 重雄
（⼀財）沿岸技術研究センター 理事⻑
⼭本 修司
（⼀財）沿岸技術研究センター 参与・洋上⾵⼒研究室⻑
下迫 健⼀郎
（国研）海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所

海洋インフラ・洋上⾵⼒技術センター⻑
宮⽥ 正史
国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所

港湾施設研究室⻑

◎ 清宮 理
早稲⽥⼤学 創造理⼯学部 社会環境⼯学科 教授
池⾕ 毅
東京海洋⼤学 学術研究院

海洋資源エネルギー学部⾨ 教授
岩波 光保
東京⼯業⼤学 ⼤学院理⼯学研究科 ⼟⽊⼯学専攻 教授
菊池 喜昭
東京理科⼤学 理⼯学部 ⼟⽊⼯学科 教授
本⽥ 明弘
弘前⼤学 北⽇本新エネルギー研究所 教授
関⽥ 欣治
（⼀財）沿岸技術研究センター 顧問
⼤野 正⼈
（⼀財）港湾空港総合技術センター 理事
鈴⽊ 勝
（⼀社）⽇本埋⽴浚渫協会 企画部⻑
下迫 健⼀郎
（国研）海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所

海洋インフラ・洋上⾵⼒技術センター⻑
井⼭ 繁
国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所 港湾研究部

港湾施⼯システム・保全研究室⻑

◎ 清宮 理
早稲⽥⼤学 名誉教授
池⾕ 毅
東京海洋⼤学 学術研究院

海洋資源エネルギー学部⾨ 教授
岩波 光保
東京⼯業⼤学 ⼤学院理⼯学研究科 ⼟⽊⼯学専攻 教授
菊池 喜昭
東京理科⼤学 理⼯学部 ⼟⽊⼯学科 教授
本⽥ 明弘
弘前⼤学 地域戦略研究所⻑
飯⽥ 誠
東京⼤学 先端科学技術研究センター 特定准教授

オ
ブ
ザ
␗
バ
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電源開発（株）
東京電⼒ホールディングス（株）
経済産業省 資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課
国⼟交通省 港湾局 技術企画課 技術監理室

電源開発（株）
東京電⼒ホールディングス（株）
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
(⼀社)⽇本⾵⼒発電協会
経済産業省 商務情報政策局

産業保安グループ 電⼒安全課
経済産業省 資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課
国⼟交通省 港湾局 技術企画課 建設企画室

電源開発（株）
東京電⼒ホールディングス（株）
（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
（国研）海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所
（⼀社）⽇本⾵⼒発電協会
経済産業省 資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課
国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所
国⼟交通省 港湾局 技術企画課 港湾保全政策室

事
務
局

経済産業省 商務情報政策局
産業保安グループ 電⼒安全課

国⼟交通省 港湾局 海洋・環境課
（⼀財)沿岸技術研究センター 洋上⾵⼒研究室
（⼀社）寒地港湾技術研究センター

国⼟交通省 港湾局 海洋・環境課
（⼀財)港湾空港総合技術センター 洋上⾵⼒推進
室

経済産業省 商務情報政策局
産業保安グループ 電⼒安全課

国⼟交通省 港湾局 海洋・環境課
（⼀財)港湾空港総合技術センター 洋上⾵⼒推進室
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